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第８回及び第９回技術専門委員会検討結果に関する
宅地保全審議会への報告について

仙台市宅地保全審議会　会長　飛田 善雄 様

技術専門委員会　委員長　飛田 善雄

　仙台市が実施した８地区に関する調査・検討の結果について、平成24年２月15日付け答申に基づき報告を受けるため、第８回技術専門委員会及び第９回技術専門委員会を開催し検討を行いましたので、結果について下記のとおり報告します。

記

　１）「安定解析手法の手引き（案）」（資料１）について
宅地の耐震解析については、現時点で準拠すべき設計手法は指定されていない。このため、過去の安定解析手法および今回の被害状況を踏まえて対策工の設計手法が提案され、いくつかの被災事例に基づいてその妥当性が検証されている。
技術専門委員会としては、提案された手法はほぼ妥当な設計手法であると判断し、今回の復旧事業の基本的計算手法として採用することに異論はない。しかし、今後事例を重ねた場合に、例外的検討が必要となる場合も想定される。さらに、この手引き（案）が、今後の宅地被災復旧事業あるいは予防的措置である宅地耐震化事業への影響の大きさを考えると、設計手法の妥当性について様々な観点から今後もその合理性を確認するという慎重な態度が必要であり、当面案として位置づけ、事業を推進し計算事例の累積とともに、さらに設計手法の妥当性を検証する姿勢が必要である。


　２）８地区に関する変状メカニズムと対策方針について（資料２）
提案された8地区に対する変状メカニズムと対策方針については、ほぼ妥当なものと判断される。しかし、この事業による今後の宅地被災復旧事業の多様性あるいは予防的措置である宅地耐震化事業への影響を考えると、以下の点に留意して対策工を選定していくことが必要である。
１．対策工の選定に対して、費用対効果の面からも合理性が確認できるようにすること。
２．今回の事業の対象となるすべての被災地区に対して、公平な対策工が選定されるように充分に検討すること。

　３）緑ヶ丘四丁目地区における区域区分と対策方針（資料３）について
緑ヶ丘四丁目地区については、変動が大きく家屋被害も大きい地区等においては現地再建が困難とし、変動が小さく家屋被害も小さい地区においては現地再建が可能とする提案が出され、技術専門委員会では、ほかの7地区とは分けて詳細な検討を行った。種々意見が交わされたが、以下のような検討結果とした。
この地区については、盛土の状態を調査結果に基づいて、3つに区分することができる。すなわち、大きな変状を伴い被害が甚大な地区（Ｄブロック）、地下水位が高く湧水も見られ被害大の地区（Ｂブロック）、変状が小さく被害も小さい地区（A,C, Eブロック）である。
BおよびDブロックについては、宅地としての適性に問題があり、宅地の耐震性強化に大きな困難が伴うものと推定されるため、現地再建が困難とすることが妥当であり、A,C,Eブロックについては、現地再建が可能であると判断した。なお、現地再建が困難であるBおよびDブロックに対して適切な対策事業を行うことが、他の地区の安定性を高める上で不可欠であるが、提案された対策工法は妥当なものであると判断した。

なお、今後の事業の遂行に当たっては、宅地被災状況および現況を被災住民に十分に説明すべきである。公的補助事業では対応できない宅地表層部の処理などの自助努力が、宅地および家屋の減災にとって重要であることを、分かりやすい解説パンフレット等の作成、説明会の実施等で周知していただきたい。
